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県は 2月 7日に、一般会計、特別会計、企業

会計の 3 会計総額で 4.6 兆円となる次年度県
予算案を発表。通常共産党の質問には良い答弁
は返ってきませんが、予算案を見ると多数の要
望が盛り込まれていました。しかし問題点も多
数あり、党県議団では声明を発表しました。 
 

■井坂新哉県議が予算委員を務めます【予算委員会日程：3/12～3/17】 
 
 
 
 
 
 

【日本共産党神奈川県議会議員団声明】 

神奈川県２０２５年度当初予算案の発表に当たって 
２０２５年２月１４日 

日本共産党神奈川県議会議員団 

団 長          大山 奈々子 
 

２０２５年度当初予算案が２月７日に発表された。予算編成において「新かながわグランドデザ

インの着実な推進」を掲げ、子ども・子育て支援の推進、２０５０年脱炭素社会の実現、共生社会

の実現、「災害に強いかながわ」の実現、教員の働き方改革の加速化、あらゆる分野でのデジタル

の力の活用によるやさしい社会の実現などを目指すとしている。 

施策については県民の声を受けとめた前進面もあるが、先の見えない物価高騰に疲弊する県民生

活を支える観点が不十分である。 

２０２４年度の県民ニーズ調査では、前年度と比較して現在の暮らし生活総合満足度はやや改善

しているものの、暮らし向きが悪くなったと回答した者の中で、その主な理由は「日常の生活費が

増えたため」が最も多く、「賃金などの収入が減ったため」が二番目に続いており、物価高騰に見

合った収入増となっていない現状が明らかである。 

２０２５年度当初予算案の主な特徴として、以下の諸点が挙げられる。 
 

（１）一般会計予算案の歳入面での特徴 

２０２５年度一般会計当初予算案の歳入額及び歳出額は、前年度当初予算比で１０５．３％の２

兆２，１５８億円となった。特別会計（２兆２，８３３億円）と企業会計（１，６４５億円）を含

む予算総額は、同１０３．４％の４兆６，６３７億円と過去２番目の規模となった。 

県税収入は前年度当初予算比１０８．８％の１兆４，５３４億円で、個人所得の増加や企業収益

の増加を見込む他、物価上昇が見込まれ、個人県民税や法人二税、地方消費税で増収を見込んでい

る。 
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「借金」に当たる県債の新規発行額は前年度当初予算比約２７億円増の９０７億円となっている

が、２０２５年度末県債残高は、同１，７９３億円減の２兆６，２７２億円に減少する見通しであ

る。このため県民一人当たりの「借金」も、約３１万円から約２９万円に減少する。 

県税収入の最大の税目は２０２５年度も地方消費税で、物価高騰を反映して前年度当初予算比１

０９．４％の伸びを見せ、４，６６８億円と昨年同様に税収の３２％をも占めている。 

低所得者ほど負担率が高い消費税の地方への分配であり、貧困と格差をさらに広げる消費税を減

税することこそ必要である。 

このような歳入状況の中、今まで以上に県民生活を最優先にした財政運営が求められる。 
 

（２）一般会計予算案の歳出面での特徴 

歳出に占める義務的経費（１兆７，６３３億円）の割合は７９．６％で、政策的経費（４，５２

４億円）は２０．４％となっている。 

義務的経費は、高齢化の進行などで介護・医療・児童関係費が前年度当初予算比１０４．２％の

４，８７１億円となった。他に税交付金等（同１１９．０％）や維持・法令義務費等（同１０７．

０％）の伸びが大きい。 

県は義務的経費の割合の多さを財政硬直化と説明するが、必要な社会保障費や県民関連予算を措

置することは重要であり、限られた予算を暮らし応援に回せるかどうかが問われている。 
 

（３）県が毎年強調する「財源不足対策」について 

県は昨年９月の「当初予算編成方針の通知時点」と比較して「７５０億円の財源不足」を強調し、

①２０２４年度の県税・地方贈与税の増など（６００億円）の活用、②２０２５年度の事業精査（５

０億円）、③財政調整基金の取り崩し（１００億円）で「ようやく収支を均衡」させたと強調して

いる。 

しかし、第一に①の実態について、実際の増額分は１，１３０億円あり（県税・地方贈与税の増

８２０億円、地方交付税・臨時財政対策債の増２３０億円、歳出不用額８０億円）、そこから基金

として５３０億円を積み立てたために６００億円となったものである。 

第二に③について、そもそも財政調整基金は財源不足の時に活用することが目的の一つである。

必要ならば活用するのは当然で、取り崩したからと言って「財源不足」との表現は当たらない。し

かも、１００億円は予算総額の０．４５％に過ぎず、財源不足とは言えない。また、１００億円活

用しても２０２５年度末残高は７００億円である。 

第三に、財源不足を強調しているが、結果的に過去２番目の規模となる予算編成を可能としてい

る。また、神奈川県の財政力指数は１未満ではあるが、東京都、愛知県に次いで全国第３位であり、

単年度においても可能な限り県民施策に予算を投じるべきである。詳細は、これから開催される予

算委員会で追求したい。 
 

（４）県債残高の推移 

県債残高は、県債償還の進行により４年連続減少し２兆６，７２７億円が見込まれ、臨時財政対

策債の発行も制度開始の２００１年以来初めてゼロになる。 

国と地方との財政負担の在り方という意味では前向きと言えるが、本当に地方財政の安定につな

がるかは地方交付税が十分確保できているかどうかに関わるので、国の動向を含めて注視する必要

がある。 
 

（５）予算の主な前進面について 

〔教育・子育て支援〕 

○ 私立高等学校等生徒学費補助は、実質無償化の対象が前年度まで年収７００万円未満世帯だっ

たのを年収７５０万円未満世帯に拡充（多子世帯は約９１０万円未満世帯まで） 

〇 高等学校奨学金の所得制限の撤廃 

○ 県立保健福祉大学の入学金が 2025年度から半額に 

○ 低所得者世帯及び多子世帯の子ども向けの学習クーポン配布事業を行う市町村への補助 

〇 ひとり親家庭等への放課後児童クラブの利用料補助の対象拡大 

○ 保育士の宿舎家賃を支援する市町村への補助 
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○ 当県議団が繰り返し求めてきたフリースクール等に通う子どもの保護者等を支援する市町村

への補助と高校の体育館への空調設備の整備を実現 

〇 業務アシスタントやスクールカウンセラーなど教員の働き方改革の推進 

 

〔医療介護施策〕 

〇 医師・護師等の養成や資質向上、医療機関が行う勤務環境改善に資する取組を支援 

〇 「当事者目線」の精神科医療の推進、精神科のモデル病院における行動制限最小化の推進、訪

問支援員等による入院患者の地域生活移行の支援 

〇 メンタルヘルスに課題のある妊産婦への支援 

〇 介護支援専門員の法定研修受講支援 
 

〔県内経済・産業の活性化〕 

〇 設備導入等による生産性向上への支援 

〇 運輸・保育など人手不足業界への人材確保支援 

〇 高度外国人材を採用する中小企業への支援 

〔脱炭素社会の実現に向けた取組〕 

〇 太陽光発電等の導⼊⽀援の拡充、住宅⽤太陽光発電と蓄電池を併せた導⼊への補助新設、事業

所⽤再⽣可能エネルギー・蓄電池導⼊への補助を拡充、次世代型太陽電池の早期普及に向けた

⽀援 

〇 ＣＯ２ 吸収源対策の促進、藻場の再⽣・整備 
 

〔共生社会・生活困窮者支援〕 

〇 障がい者の地域移行を支える取組の拡充 

○ 障がい者が生き生きと働ける社会の実現 

〇 困難な問題を抱える⼥性等への⽀援、通所型⽀援施設の設置(３カ所)、⼥性⽀援を担う⼈材養

成 
 

〔災害に強いかながわ〕 

〇 新たな地震防災戦略の推進、２０００年以前の耐震基準の⼀般住宅まで耐震化補助を拡充（こ

れまでは１９８１年以前の旧耐震基準が対象）、防災ヘリコプターの本格導⼊まで⺠間ヘリコ

プターをチャーター、災害⽤トイレカーを１０台台導⼊ 
 

〔安全で安心して暮らせる神奈川の実現〕 

〇 犯罪や事故などのない安全で安⼼なまちづくり、「かながわ性被害相談ＬＩＮＥ」の相談⽇を

拡充、交通安全施設整備の拡充、道路標⽰の補修や信号灯器のＬＥＤ化、デジタル回線化等 
 

〔事務事業の見直し〕 

○ マイＭＥ－ＢＹＯカルテの見直し、海外チャレンジプログラムの廃止、マグカル開放区の廃止、

アウトリーチ開放区の見直し等により３．１億円の費用削減効果がある。 

マイＭＥ－ＢＹＯカルテは、私たちが繰り返し「アプリでの健康管理は民間でも既出のものが

出回っており、県が開発普及する意義はない」と廃止を求めてきたもの。 
 

（６）改善すべき主な点について 

〔県が果たすべき介護・福祉の公的役割〕 

○ 県立障害者支援施設の方向性ビジョンに沿った取組として、中井やまゆり園の独立行政法人化

が具体化している。他にも民間移譲を検討している施設があり、民間では果たせない県の役割

の放棄につながるため、見直すべきである。 

○ デジタル推進目的で行われるライドシェアの導入は、タクシー業界の経営不安とタクシー運転

手の労働条件の悪化を招くものである。地域公共交通への充実した支援こそが、本来的に求め

られる。 
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〔教育・子育て・労働分野〕 

○ ２０２３年度中の神奈川県の出生数は、５５，８７６人と前年を下回った。安心して結婚し、

子どもを生み育てやすい社会をつくり、次世代が希望をもって生活できるようにすることが必

要である。 

○ 労働者が安定した収入を確保できる「正規雇用が当たり前」の神奈川県をめざし、労働関係予

算を増額し、県内企業への働きかけや労働相談体制の強化が求められる。 

○ 妊産婦健診の公費負担の増額と補助方式改善、小児医療費助成制度の拡充が必要である。 

○ 教員定数は増えているが、県全体では２０２４年年９月時点で約５００人の教員の未配置があ

り、教員不足解消のため、正規雇用を基本とし労働環境の改善に取り組み、少人数学級の推進

にも取り組む必要がある。 

○ 本県の特別支援学校は国の設置基準と乖離しており、支援学級を含めて環境整備が大きな課題

となっている。 

○ 学校給食費の無償化を始め、義務教育の無償化に向けた取組が不足している。また、大学授業

料の引き下げや給付型奨学金制度の拡充などの施策を講じる必要がある。 

○ 県立高校の統廃合を進める県立高校改革や、遅れている新まなびや計画は、見直しが必要であ

る。 

○ 朝鮮学校に通う生徒への学費補助を行い、外国人学校への経常費補助を復活させるなど、改善

が求められている。この改善は、多様性の尊重にもつながるものである。 
 

〔医療〕 

○ 神奈川県は人口１０万人対比の病院数、病床数、医師数、看護師数、保健師数等が全国最低水

準である。医療提供体制は県の仕事であり、２０２４年度から始まった第８次医療計画（計画

期間６年間）において計画的に改善を図るよう、保健医療予算の増額と県の指導的役割が求め

られている。 
 

〔気候危機対策〕 

○ 横須賀市久里浜に新設された石炭火力発電所は、２０２３年１２月には２号機も前倒しで稼働

させた。神奈川のＣＯ２ 排出量の１０分の１を排出する石炭火力発電所は、稼働中止を求める

必要がある。 

先進国並みに温室効果ガスの削減目標を引き上げ、さらなる施策の充実を図ることで、２０３

０年度の削減目標を達成することが求められる。 
 

〔産業支援、県推進事業の抜本的な見直し〕 

○ ヘルスケア・ニューフロンティア政策の未病改善の取組について、一部見直しがなされたのは

前進だが、さらに健康や医療の産業化はやめ、健康診断や保健事業の促進に転換する必要があ

る。 

○ 東海道線村岡新駅の設置やそれに関連する区画整理事業、リニア中央新幹線の整備促進、東海

道新幹線の新駅誘致とツインシティ計画などは「不要不急の大型開発」であり、抜本的に見直

すべきである。また、市町村の再開発事業への補助金や、セレクト神奈川ＮＥＸＴ及びセレク

ト神奈川１００など、要件が不適切な 30億円もの企業誘致策も、見直しが必要である。 

○ 物価高、インボイス制度等に苦しむ中小企業や小規模事業者に対して、融資にとどまらない直

接支援が必要である。事業の脱炭素化への支援は拡大してきたものの、要望の強い固定費や光

熱費などの直接補助が求められている。 

〇 入場者数など過大な見積もりで、交通渋滞の予測も甘く、赤字の際の責任の所在も不明なまま

推進するＧＲＥＥＮ×ＥＸＰＯ２０２７（２０２７年国際園芸博覧会）は規模の見直しが必要

である。 
 

（７）最後に 

日本共産党神奈川県議会議員団は２月１２日から始まった予算議会において、さらに予算の分析

を深め、切実な県民要望の実現と公約実現のために全力を挙げる決意である。 

以上 


